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ソ連 におけ る需要分析の理論

な らび に応 用 を め ぐる若干 の問題(2)

竹 内 清

3

今 回 は 予 定 を 若 干 変 更 して,i[[.MvaHu,B.MBHpKoB,"llocTpoeHmeK

aHanmaMOAemnOTpe611eHue,"(消 費 モ デ ル の 樹 立 と 分 析)

(1)

3KoHoMvaKva,No.5,1962,cTp。80-85を と り あ げ る こ と に す る 。

B〔照p㏄H

この論文

は,Bo叩OCHθKOHOMmcvaに 最 近(昨 年 後 半 か ら)設 け られ た 一 つ の 部 門 た る

(1)前 回 の 予 定 と し て は 今 回,fl・MacnoB,"flpHMeHHMocTbKostPtPvauMeHToB

gnacTHgHocTnBcTaTHcTHKeHnπaHHpoBaHHHToBapoo60poTa,"BecTHHK

CTaTHcTvaKI:,No・10,1961,cTp.33-46を 中 心 に 論 議 す る こ と に な っ て い た が}.

弾 力 性 を め ぐ る 論 文 を い く つ か 最 近 入 手 し た の で,こ れ は 改 め て ま と め る こ と に

し た わ け で あ る 。 ち な み に そ れ ら の も の を 若 干 あ げ て み よ う 。

n・rl・MacnoB,``HeKoTopblenyTHvacnonb30BamlflKo3{PΦMUHeHTagnacTH

qHocTHnoTpe6」leHHfi,"npMMeHeHHeMaTeMaT}lxvaB∂KoHoMHqecKHx

HccnelloBaHHflx,noApeAaKuHeBB・C・HeMq四 〇Ba,ToM2,1961,cTp・329

-341。

こ の 論 文 は,上 述 のMacnoBのBecTHHKCTaTvacTHK,No・10,1961の 前 身 に

あ た る も の で あ る 。 基 本 線 は 一 致 し て い る と い え よ う 。

B.B,UJBb1pKoB,``KogΦ ΦHロHeHTsnacTHqHocTHnoTpe6neHvaHvaero

npnMeHeHnenpHH3yqeHnnYpoBI{A}KH3HHTpyムH皿 田xcH,"1>iaTeMaTHqecKaA

CTaTHeTHKa(TpyANHayqHorocoBeH工aHHsonpHMeHeHHIIMaTeN.aTvaqecKflx

MeTo皿oBBgKoHoMHqecKHxHccJlelloBaHllflxHnnaHHpoBaHnn,ToMVII)ン

1962,cTp・49-79・

こ れ は 本 稿 で 利 用 し た 論 文 と 密 接 な 関 連 を も っ て い る 。 な お つ ぎ の 論 文 も 同 じ

巻 でBB・HIBbiPKOBの 論 文 に 続 い て あ り以 上 の も の と 関 連 し た も の と し て あ げ

る こ と が で き る 。

rl・ Φ ・>1〈eile3HfiK,"AHanMTHqecKHeMeToAblH3yqeHxfi3aBIIcHMocTH

r,・rpe6.・eHHfioTAoxoka,"MaTeMaT・iqecKafiCTaTncT・iKa'〈ToM'Vll),

CTP・79-95・ ・
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1JpnHeHeHHeMaTeMaTvaKvaBθKoHoM]aKeに のせ られ た もので ある。

以下 において彼 等の論文 の内容を まずみ ることに しよ う。

彼 等は共 産主義建設 の時期 にある ソ連での消費 の見通 し的 な計画化は極 め

て 重要 な意義を もってい ると し,こ の領域での計算 には,消 費が形成 され る

にあた って影響 の ある要 因を研究 しなけれ ば な らない とす る。そ して これは

完 全 な相互 関連モデルを前 もって樹 立す る ことを必要 とす る。

計画 の科学技 術的な らびに経済学的根拠づ けの強化 には,消 費形成 の動態

モ デルの作成が 必要 とな るが,そ れは,人 民の所得水準 の向上を考慮 して樹

立 され,消 費規準 な らびにすべ ての国民経済部 門の最適 発展 も科学的 に研究

された もので ある。種 々の社会発展段 階に とって個 々別 々の国民経済の過程

の発展の法 則性は変わ るで あろ うが,そ れは適 当なモ デルに反 映 され なけれ

ぽ な らない とす る。

この よ うに規定 した後,彼 等は以下 の よ うに消費モデルを展 開す る。

消費モデルの体系では,人 口の変動 お よびそ の増加 の構成 のモ デルが 出発

点になけれ ばな らないが,そ のモデルは,社 会的状態,民 族,居 住場所,産

業,職 業 別の,ま たそれ ぞれ の グル ープ内では世帯 の構成 と大 きさ別の住民

の 分布 のデ ータを補足 して十分 になるとす る。世帯 の構成 と大 きさに関連 し

て(子 供 の年令 を考慮 して),い くつかの世帯 の型が うちたて られ る。各 々

の世帯 の型 に したが って,総 所得額 に よる世帯 の分布のモ デルが うちた て ら

れ る。最後 につ ぎの要 素に よる総所 得額形成 のモデルを考慮 して うちた て ら

れ る。す なわち,主 た る労 働に よる賃 金,従 た る労働 に よる賃 金,年 金,奨

学 金,社 会的 フ ォン ドか らの他 の収入,等 々。世帯 の総所得形成 のモ デルの

樹立は,消 費構造へ の所得構造の影響 に よって制 約 され る。

遠 い将来 におけ る消費 の計算では,商 品お よび サー ビスの消費形成 のモ デ

ルは,実 際の収支予 算のデータに よって考 えなが ら,消 費 の科学的 に確実 に

根 拠 のある合理 的な規準 のモ デル によって修正 しなけれ ぽな らない。1年 間

の 消費形成 の動態 モデルは,1力 年 以内の消費の動態モデルに よって補足 さ
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れ る ことに よって完全 にされ なければな らない。

世帯 の収 支予算 の計算 によってすべての収入を ど うして も計 算 しなければ

な らない。す なわ ち,国,企 業,お よび労 働組合 の立場か らみ ての無料 の商

品 お よびサ ービスの支払の形で の現金な らびに補助収入 な ど。 これ によって

そ の労 働の量 と質 とは無関 係に社会の成 員の間に配 分 され る社会的 フ ォソ」

の増大は,無 料で あって,賃 金 の低い グル ープの生活水準を大 き く引 き上げ

るとい うことを考慮すべ きで ある。

社会的 フ ォソ ドの増大は,所 得部分の動 きお よび収支予算の支 出部分 の構

造 に反 映す る。消費構造は,上 述 の要因の影響 の下 に変 わ るとい うことと関

連 して,商 業 組織 に よって それを 小売商 品流 通を 通 して 考慮すべ きで ある

と。

消費の将来についての計算 のモデルは,国 全 体 としてのみな らず,地 域的

特殊性(場 所 的,自 然的お よび気候的条件)を 考慮 しての大規模な経済地域

1によって作成 され なければ な らない。

彼 等は動態 モデル の検討へ移 る前 に,個 人的消費へ の若干の要因の影響 を

つ ぎの よ うに分析す る。

所 得,世 帯 の大 きさお よび構成 とい った よ うな要 因の消費への影響 は,種

々の方法 で分析可能で あるが,ま ず グル ープ分けの方法が最 も簡単な もの と

して あげ られ る。消費への所得 の影響を分析す るために,そ の大 きさと構成

は 同 じであ るが,所 得 水準 に関 して異な った種 々の世帯 を取 りあげ る。世帯

の大 きさの消費への影響 を分析す るためには,構 成 な らび に物 質的な生活保

障の水準 に関 して同 じ世帯 を取 りあげ る必要が ある。だが世帯 の構成 の消躍

へ の影響を研究す るためには,世 帯 の大 きさな らびに物 質的な生活保障の水

準に関 して同 じ世帯 を取 りあげ る。その後で,導 入 され た要 因の消費への影

響 を分析す るための グループ分け され た表がつ くられ る。関 係の形を的確化

し,そ れ に関数 的依存関係の特徴を 付加す るためには,た とえば,1つ の変

数 を もった単純 回帰 の方法が用い られ る。そ のためには,2つ の特徴 の間に
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経 験 的 な関 係 の形 を十 分 うま く表 わ して い る適 当 な 曲線 が 選 び 出 され る。そ

の結 果,先 に列 挙 した 要 因 の 間 の 関 係 は,方 程 式 の 形 で 表 わ す ことが で き

る。

そ こで彼 等 は商 品 の性 質 に よって所 得 と消費 支 出 の関 係 を い くつ か の形 に

分け て い る。

(1)世 帯 の飲 食 費 をPt,所 得 をxと した場 合,こ れ らの 関 係は つ ぎの式 で 表

わ され る。

∂κ
7=a+一 夢+『(1)

また は

∂ン冨α一(2)
A十c

a、b,`は パ ラ メ ー タ'-o

② 工 業 製 品へ の世 帯 支 出 を ジ,所 得 を κと した 場 合 に は,つ ぎの式 を あげ

て い る。

1
2=i+b、'・(3)

③ 世 帯 の 飲 食 費 を ク,世 帯 の 大 き さ を κ とす る と,こ れ ら の 間 の 関 係 は 次

式 で 表 わ して い る 。

logy-=a+blOgX(4)

(4)工 業 製 品 へ の 世 帯 支 出 を ジ,世 帯 の 大 き さ をxと した 場 合 は,

lOgPt==a+blOgX(4)

(5)世 帯 の 飲 食 費 を ク,世 帯 の 構 成,世 帯 に お け る子 供 の 割 合 をxと した 場

合 は,

log!・==a+blogx(4)

(6)最 後 に 工 業 製 品 へ の 世 帯 支 出 を ツ,世 帯 の 構 成 を κ と した 場 合 は,

b
ジ嵩α+『 許7(5)

ま た は
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う

ジ=α 十 一 一
κ

(2)

以上が彼等 のあげてい る消費方程式で ある。

(6)

一43一

経済的 な相関的従 属関係を関数でお きか え ることに よって,要 因系列 の変

動が消費に及ぼす影響 を もっと詳細に研究す ることがで きると し,基 本的 な

分析道具 の一つ として弾力性 係数をあげ る。弾力性係数 を9と すれば,こ れ

は次式で表わ され る。

3一ク晴 (7)

た だ し,Ptiは 上 述 の方 程 式 のxtlこ関 して の 第1次 導 関 数,xは 世 帯 所 得,ゐ

は理論的 な世帯飲食費。 この ように弾力性 係数を定義 し,実 際に どの よ うに

して計算す るかを,以 下では平均 弾力性を中心に論議す る。

個 々の要 因の消費へ の影響 が明 らかに されて後,消 費へのその全 体の作用

を研究す ることがで きるとし,最 後 に多元 回帰方程式 の活 用に ふれて いる。

多元回帰方程式 としてはつ ぎの2つ を まずあげてい る。

(1)世 帯飲 食 費:

クー・・愉 詳 グ+α ・・翌+・ ・κ9

② 工業 製 品への世帯 支出:

クー偽+耐 麦砺+㈱ ・+一豊

(8)

(9)

た だ し,κ1は 世 帯 所 得,κ2は 世 帯 の 大 き さ,x3は 世 帯 の 構 成,a。,ai,a2,as,

(2)(1)式 は前 回述 べ たL.T6mqvistの 必 需 品 の 場 合 の 式 の 変 形 に外 な らな い 。 な

お ソ連 の最 近 の 需 要 分 析 を め ぐ る論 文 に は,TOmqvistの 式 が 非 常 に 多 く利 用 さ

れ て い るのが 眼 に つ く。 た とえば,脚 注(1)に あ げ た 論 文 参 照 。(3)式 は成 長 型 の

商 品 の 場 合 に み られ る関 係 式 で あ る。 た とえ ば,T.F.Dembur9・"Consume「

Resp㎝setoInnovation:Television,"inStudiesinHouseholdEconomicBehavior,

byT.F.Dembetg,R.N.Rosett,&H.W.Watts,1958,P.5参 照 。{4)式 は最 も

頻 繁 に 利 用 され る お な じみ の もの で ∂が弾 力 性 とな り一 定 で あ る。 ㈲ 式 な い し ⑥

式 は 飽 和水 準 を 示 す 最 も簡 単 な もの とな るで あ ろ う。 た とえ ば,S.J.Prais&H.

S。Houcthakker,The廊 吻 爵oj'Famil■Badgets,1955,p.87-88参 照 。
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b,,Pi,g1,c1は パ ラ メ ー ターo

上 に あげ た 方 程式 の パ ラ メ ータ ーが 決 定 され た 後,偏 弾力 性 係数 を計 算 す

る こ とが で き る。 つ い で計 算 例 を 示 して い るが,こ れ は 資本 主 義 社 会 の諸 文

献 にみ られ る もの と特 別異 な ると ころは な い。 一 応彼 等 の 計算 例 を参 考 まで

に み て み よ う。

世帯 の衣 料 費 を ノ,世 帯 所 得 を κ,世 帯 の大 きさを ξ,パ ラ メ ー タ ーを α,

b,c,と した場 合,こ れ らの 関係 と して つ ぎの 線型 方 程 式 が 見 出 され た とす

る。

ク窃諸α+∂κ+曜 ⑩

上式 の パ ラ メ ータ ーは,10世 帯 の収 支予 算 を も とに 最 小二 乗 法 に よ って計

算 され た もので あ り,結 果 と して次 式 が与 え られ た 。

Mxe==22.39十 〇.025x十 〇.094ξ(11)

所 得 お よび世 帯 の大 き さの支 出へ の影 響 を 分析 す るた め に,次 式 に よ って

偏 弾 力 性 係数 が 計 算 され る。 これ が いわ ゆ る平均 弾力 性 で あ る。

9一崎 ⑫

3一続 ⑬'

ただ し,九 お よび 瓦 は第一 次導関数。

偏弾力性係数 を計算す るためには,κ お よび ζに関す る偏回帰を計算す る

こ とが必要であ る。そ の ような計算 の結果が次ペ ージの表に示 され る。

所 得を等 し くおいた場合の衣料費 の偏弾力性 係数は

θ一警 ×発 一…as× 」響 ト …26aの

この よ うに して,所 得 が1%増 加 す る こ とに よって衣 料 費 は,世 帯 の大 き

さが2.29消 費 単 位 に 等 しい とい う条 件 に したが っ 一亡,0.126%増 大 す る こ と

が 明 らか に され た 。世 帯 の大 き さを 等 しい とお い た場 合 の衣 料 費 の 偏 弾 力性

係 数 は つ ぎの よ うに な る。
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世帯

月平均
世帯衣料
費

(ルーブル)

月平均1消 費単位
世帯所得 換算の

世帯の大

1きさ
(ル ー ブ ル)1

世 帯 衣'の

理 論 値

]xs==22.39十

〇.025x十

〇.094名

κ に 関 す る偏

回帰

先=a十bx十 嶢
=22.39十 〇←0
25rc十 〇、094×

2.29

名 に 関 す る偏

回帰

み=α 十痂 十eζ
==22.39十

〇.25×130.671

十〇.094竃

名 ア彫 ク" ゐ

1

∬

皿

W

V

W

種

田

K

X

18.63

19.47

12.89

21.17

25.22

17.05

33.60

27.03

40.62

43.10

十曇ロ 258.78

平均1 25.878

80.87

90.73

109.17

113.07

120.22

ユ35.66

140.99

15LO7

175.96

188.97

1306.71

130.671

0

1

2

2

3

3

4

4

5

5

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

22、9

24.60

24.86

25.33

25.42

25.61

26.00

26.14

26.39

27.02

27.35

258.72

2.29 25.872

24.63

24.87

25.33

25.43

25.61

26.OO

26.13

26.38

27.00

27.33

258.71

25.871

25.84

25.85

25.86

25.86

25.87

25.87

25.88

25.88

25.89

25.89

258.69

25.869

3一警 ×美 一…94× 逮器 一・…83㈲

世帯 の大 きさが1%増 加す るに したが って,衣 料費は,世 帯 の月収が130.

67ル ーブルに固定 された として,0.0083%増 大す ることにな る。多元 回帰方

程式 を動 態的に うちた て ることが で きるが,そ の場合,消 費に影響 を与 える

最 も重要 な要 因が その中に 含め られ なけ れぽ な らな い とす る。世帯所得,

国,企 業,労 働組合 の立場か らみ ての商 品お よびサ ービスの無料 とい う形で

の割増所得,世 帯 の大 き さと構成,価 格等 々をそれ に関連 づけなければ な ら

ない としてい る。

残余 の考慮 され なか った要 因(世 帯主の職業,2番 目の働き手 の職業,家

か ら労 働の場所 までの距離 等)と の関係において,そ の変動 は,消 費に本質

的 な影響を与え るほ ど大 き くはない とい うことが仮定 され る。上にあげ た要
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因 の消 費 に及 ぼす 影 響 を,グ ル ー プ分 け を援 用 して 正確 に究 明す る ことは 極

め て 困難 で あ る。 この場 合,価 格 お よびそ の他 の要 因 の消 費 に 及 ぼす 影 響 を

分 析 す るため に 多元 回帰 方 程 式 の構成 は,純 粋 の相 関 係数 を援 用 してつ ぎに

述 べ る論 理 構成 の 方法 に よって作 り出す こ とが 可 能 で あ る と して い る。

飲 食 費 の多 元 回帰 方程 式 の構成 を 通 じて,分 析 は,た だ つ ぎ の要 因 の影 響

の 研 究 に制 限 され た 。す なわ ち,総 世帯 支 出,取 引,飲 食 品の価 格 お よび工

業 製 品の価 格 。 方 程 式 は,11年 間 の 世帯 の飲 食 費 につ いて の 平均 的 な デ ー タ

に よって うち た て られ た 。 問題 の解 は,3つ の形 の方 程 式 で吟 味 され た。 す

な わ ち,

クーa①+a・κ1+a2×2+asX3+a4×4(1③

y・・a・+a・X・+bx、2+a・X・+a、X,・+a、Xa⑰

lOgPt-a。+a・IOgXi+a・IOgX・+a,IOgX・ ⑱

た だ し,ク は世 帯 の飲 食 費,苅 は総 世帯 所 得,κ ・は 世帯 に おけ る商 品取 引指

数,κ3は 食 料 品の価 格 指 数,X4は 工 業 製 品の 価格 指 数,a。,a、,a2,a3,a4,b

は パ ラ メ ー タ ーo

方 程 式 の パ ラ メ ー タ ーは ガ ウス算式 で決 定 され た 。飲 食 費 と総 支 出 の間,

飲 食費 と商 品取 引額 の間,飲 食費 と食 料 品お よび工 業 製 品 の価 格 の 間 の 関 係

に つ い て選 択 され た形 は,偏 相 関 係数 に よって検 討 され た 。 さ らに,全 体 の

くの

相 関 係 数 に よ っ て,す べ て の 方 程 式 の 形 が 評 価 され た 。 す な わ ち,Ptと4っ

の 要 因 の 間 の 同 時 的 関 係 が そ の 研 究 の 結 果 と し て 第3番 目 の 方 程 式 が 最 も よ

い も の と して 示 され た 。

logpt-=-0.21157十 〇.7360410gxi十 〇.00411

10gx2十 〇.5106610gx3--O.2319310gx4(⑨

偏 弾 力 性 係 数 は,つ ぎ の よ うに 示 され た 。

(3)偏 相 関係数 によ る検討 は,飲 食費 とそれ ぞれ の説 明変数 の間の関係 の大 きさ と

方 向に関 す る もので あ ろ う。 経験 的 または理 論 的な もの と対 比 して検討 され るで

あ ろ う。 また全 体の相関係数 に よる検討 とい うの は,い わゆ る重相 関係数 の大 き

さによ って,説 明変数 の説 明力 を吟味 した もので あろ う。
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《1)所 得 弾 力 性 係数 は+0・74,(2)商 品取 引に 関す る弾力 性 係 数 は+0.0劔,,

〈3)食 料 品の 価格 に関 す る弾 力性 係数 は+0.5,(4)工 業 製 品の価 格 に 関す る

弾 力性 係数 は 一〇.23。 だが 与 え られ た 方程 式 は,も しそ れ は 別 の考 慮 され な

か った 要 因 の影 響 を 特 徴づ け る1つ の パ ラ メ ー タ ーを 迫 加す れば,改 善 す る

こ とが で きた で あ ろ うと して,次 式 を あ げ て い る。

logPt=ao+thlogXt+6レ ユlogmp+a310gk+a410gx4+as⑳

くの

す なわ ち,こ こで は α・を追 加 して い るわ け で あ る。 新 しい方 程 式 に よって 計

算 され た 偏 弾 力性 係 数 は,若 干精 確 に な るで あ ろ うと して い るが,脚 注 で ふ

れ た よ うに,こ れ は 一 般 に疑 問で あ る。

多 元 回帰 方程 式 を一 般 的 な形 で書 くこ とに よって 基本 的 な要 因 の数 量 を拡

・張 す る こ とが で き る と して ,次 式 を示 して い る。

1・9Pt・-b。+bll・9X・+う・1・9X,・+b・1・9X・+

b・logr・+b・1・gr、+う、1・9X,+… …+b。1・ .9X。 ⑳

た だ し,b。,b・,b2,… …尻 は方 程 式 の パ ラ メ ー タ ー, .鍋ま商 品 また は 商 品群

の消 費,Xtは 与 え られ た 商 品の 生産 水準,κ2は 世 帯 所 得,κ3は 世 帯 構成(世

帯 の構成 員 お よび 年 令 に よ る),x4は 世帯 主 の職 業,x5は 世 帯 に入 る 社 会 的

フ ォ ソ ドの大 き さ,κ6は 世 帯 主 の教 育程 度,等 々。か よ うな方 程式 は,消 費

予 算 に 入 って くる商 品 また は商 品群 中 の各 々に つ いて うち た て られ る。

この モ デル にそ の際2つ の 方法 で価 格 指 数 を も って くる こ とが で き る。す

なわ ち,当 該 商 品 の価格 指 数 とす べ て の残 りの商 品 の一 般 物 価指 数 を 。 だが

価 格 変 動 お よびそ の 将 来 に おけ る相 互 関 係 の根 拠 を条 件 と して 。社 会 主 義 経

済 では 価 格 の変 更 は,人 民 の生活 水 準 の全 体的 な 向上 の 計 画的 考 慮 に もとつ

い て行 な われ る。 そ の変 更 は,一 定 の計 画期 間 に 生 み 出 され るが,統 制 の な

～・変 動 の 仕方 では な い とす る。

方 程式 に 入れ られ た 各 要 因は,価 格,現 物,ま た は 何 等か の一 定 の単 位 で

(4)㈲ 式で概 念的 にasを 追 加 して も,実 際 にはaoと 交絡 して しまい,そ れ ぞれを

分離 し測定す るこ とはで きないで あ ろ う。前 の(a)式 のb・ とClも そ うで あ る。
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表現すべ きであ る としている。

与 え られた方程式 の解を通 して,少 ない情報(年 数)は,方 程式 のパラメ

ーターの計算の正確度 をお とす ことにな る。だが見通 し的に計算す るために

は,偏 強力性係数 の価値 は過去 の期間におけ る他の要 因の平均的 な値 に よっ

てそれ らが計算 され るので,強 く下が るもの と期 待 され る。過去 の期 間に計

算 され た平均 は,将 来 の計算には典型的 なもの とはな らない。短か い期間 を

もって くれば,偏 弾力性係数 の価値は,一 面増大す るが,他 面,方 程式 中の

情報お よび変数 の数が減 少す るか ら,低 下す る。

情報 の増加 で,全 体 としての全 国的 な平均的な収支予算 デ ータの代わ りに

個 々別 々の経済領域 のデータを もってい くことを提案す る。そ のデータに よ

って多元 回帰方程式を うちたて るのは,同 時に統計的 で動態的にな る。そ の

よ うな方程式に よって計算 された弾力性 係数 を援用 して,補 外は統計的方程
くら　

式 の弾力性係数 に よるよ りも,よ り正確 になるであろ う。そ の結果 と して多

くの変 数を もった多元回帰方程式 にそれを もって くることが可能にな ると し

てい る。

多元 回帰 の正規方程式系 を うちたて るためには最初 の収支予算デ ータに よ

って特 に うちた て られ なければ な らない。すべ ての所得 グル ープの平均 と し'

て計算 された収 支予算 の指数は,労 働者指数 の生活水準の強い向上の結果,

動態 的に大 き く変化す る。その よ うなデータに よる方程式 のパラメーターの

計算お よび消費 の補外は,あ ま りあてにな らぬ結果 を与え る。消費 の見通 し

的な計算 におけ る欠点を回避す るよ うに,多 元 回帰 の正 規方程式系 を,各 所

得 グル ープに よって計算 された平均的な収支予算 デ ータに よって うちたて る

べ きであ る。長期間 の消費 は,同 じ所得 グル ープにおいては,全 体の所得 グ

ル ープでの平均 におけ るよ りも,よ り少 ししか変化 しない。だが補外は ここ

㈲ 統計的方程式 の意味は,本 交な らびに彼等の脚注か ら明 らかになるであろう。

すなわち,「 統計的方程式によって得 られた弾力性係数は,た だ厳 しい制限に し

たがってのみ当面の計画化に取 り入れるのである。 商品取引,価 格,消 費習慣等

が変化 しない とい うことが仮定 されている。」(CTP・84)と 。
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では不可避的であ る。だ がそれは,グ ル ープの間 隔が 小 さ くされれば,最 小

に され うるであろ う。その場合,補 外は与え られ た点の限界を遠 くは超え な

い。 同種 の所得 グル ープ内の消費 のわずか の変動 の結果 として多元 回帰方程

式は,対 数形に まで簡単化す る ことができ る。 この簡単化は,高 い所得を も

った世帯一 ここでは動態 的な消費 の変数は重要性が少 ない に とって極

め て特徴的であ る として いる。

将来におけ る消費決定 の問題 を解 きなが ら個 々別 々の要 因の変動の程度 と

特徴 問題 の科学的研究の最 も重要 な部分が呈示 され る を,提 起 され

たモ デルの中にあ らか じめ斜酌 してお くべ きであ る。だか ら個 々別 々の要 因

は一般 的な方程式に これ を入れ る まで,個 々別 々の部分的 の特殊 モ デル で特

別に研究 され なければ な らない。か くして,世 帯所 得は,つ ぎの要 因の影響

に よって制 約 され る。す なわ ち,所 得 の構成,社 会的 フォン ドの役割,扶 養

家 族数,年 金 の額,手 当金(奨 学金),等 々。 こ の 合 成 モデルの要素 の各 々

は,他 と同様に,部 分的 なモ デルであ るが,そ れは独立に研究 され適当 な方

法 で表わ され なけれぽ な らない。そ の際 そのモ デルに まず第一 に最 も主要 な

要 因を もって こなければ な らない。 例 として,職 業 の 消 費 に及 ぼ す 影 響

絢 を考え る。消費への影響 とい う観点か らそのモデルの主要 な要 因 としては

つ ぎの よ うにな るであろ う。す なわ ち,生 産部門at,労 働の領域g2,労 働の
くの

重 さ93,労 働 の特 徴9、,労 働 の衛 生 条 件95,そ れ に 他 の系 列。

109Xt・sbJ!+b、!logat+b・ ノloggi+b」iloga3+配10璽 ・+b・!⑳

消費 の総 括 的 な動 態 モ デ ル を構 成 す る個 々別 々の モ デル は,計 画が うち た

て られ る期 間 に お け る個 々の要 因 の定 め られ た変 動 を考 慮 して構成 され なけ

れ ば な らない 。か くて,前 に み た例 では,x・ は1961年 に つ いて1つ の表 現 を

もつ で あ ろ う。 だ が 他 の ものは1970年 に つ い て の もの を もつで あ ろ う。 そ の

際1970年 のモ デル に つ い て は,ζ ・,92,93,94等 が 他 の表 現 を も また もつ で あ

(6)脚 注(4)で 考察 した と 同 じよ うに,⑳ 式 において は,bノ 。とb/5を 分離 測定す る

こ とはで きないで あ ろ う。
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ろ うが,こ れ に よって 絢について他の指数が得 られ るとい うことを考慮すべ

きで ある。 将来 の,特 に長期 の期間 におけ るあれ これ の 要因の 価値 の 決定

は,い くつか の一般的な解決 を必要 とす るが,正 に科学技 術の可能 な成果を

考慮す ることを必要 とす る。その よ うな基礎 に もとつ いて欠 くべか らざ る経

済計算が行 なわれ なけれぽ な らない。部分的モデルの構成が 分化すればす る

ほ ど,将 来の期間 におけ る変動 の決定は よ り正確 にな るであ ろ う,と 。

4

前 節 でみ たMvaHUお よび 皿IBHPKOBの 論 文 に お いて も,ま た前 回み た

HMEcvaTHHの 論文 で も,需 要 な い し消費 分 析 に お い て は,弾 力 性 概 念 が極 め

て重 要 な役割 を果 たす もの と みな して い る こ とが 分 か るで あ ろ う。 だが 脚注

(1)で述べ た よ うに,弾 力性 を め ぐる問題 につ い ての 包括 的 な論 議 は 別稿 に ま

つ こ とにす る。 ここで は,彼 等 の いわ ゆ る ブル ジ 。ア理 論 とい うものに対 す

る批 判 を 中心 に して考 察す る こ とにす る。

C.HiiKva'rvaHの 前 記 論 文 で は,す で に ふれ た よ うに,H.r.BmmMKH,

Kpva3vacCoBpeMeHHothByp7Kya3HovalIonHTvaqecKotigKoHoMH,1959(邦 訳,平

館 利 雄 ・宮 崎 義 一 共 訳 『近 代 経 済学 の再 検 討』 上 ・下,1961)を,ブ ル ジ

ョア的需 要 分 析理 論 の 理 論的 基礎 と して の 限 界 効用 理 論 な らびに そ の現 代

くわ

的変種を 批判 して い る ものの 代表的な もの として あげてい る。 そ こで まず

BmoMHHの 論議 をみ る ことに しよう。

B、moMvaHは 第9章 「計量経済学,そ の本質 と現 代 ブル ジ 。ア経済学 におけ

る位置」 のd節 「需要分析にかんす る計量経済学 的著作」でつ ぎの ように述

べ てい る。

需要分析におけ る計量 経済学的著作の出発 点は,「 限界効用」説であ り,

限 界効用が個 々の商品にたいす る需要 の運動 を規定す るとい う誤 った観念か

(7)以 下 で は邦 訳,下 巻pp.539-544か ら参 照 す る。
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ら出発す る もの とす る。 この議 論 の基礎 に は,い わ ゆ る限界 効用 逓減 の 法 則

が あ り,個 々の購 買者 の需 要 は,獲 得 され る商 品 の限 界 効 用が これ らの商 品

の価 格 に 等 し くな る よ うな 水準 に よって確 定 され る。 個 々の商 品に た いす る

社 会 的需 要 は,そ の 社 会全 員 の個 人的 需 要量 を集 計 す る こ とに よって 決定 さ

れ る,と 。

以 上 の よ うに規 定 した 後,彼 は,上 の議 論 の 根 本 的 欠陥 と して,社 会的 需

要 の合 法 則 性 が,基 本 的に 国民 所得 の大 き さ と,個 々の階 級 へ のそ の配 分 と

に よ って決 定 され る ことを無 視 す る点に あ る,と す る。 そ の例 と して,労 働

者 の需 要 は賃 金 に よ って決 定 され,労 働 者 は あ れ これ の商 品に た いす る需 要

を制 限 しなけれ ぽ な らない が,そ れ は,こ れ らの 商 品に た いす る彼 らの欲 望

が 充足 され たか らで も,彼 らに とって これ らの 商 品 の効 用 が 低 いか らで もな

く,そ の 購 買力 が 限 られ て い るか らだ,と す る。

しか し以上 の論 議 は最 近 の 計量 経 済 学 的 需 要 分析 に た いす る批 判 と して は

正 鵠 を得 て い な い で あ ろ う。す なわ ち,そ こで は 需 要函 数 を 考 え る場 合,マ

ク ロ的 な観 点 と ミク ロ的 な観 点が 一 応 出発 点 で は 区 別 され る。 そ して実際 に

は 両 者 を連 結 す る もの と して の ア グ リゲ ー シ 。ソの 問題 が横 たわ ってい る。

これ は また,あ る面 か らす る と,時 系 列 デ ー タと横 断 面 デ ー タの結 合 の問 題

とい え るで あ ろ う。 この問 題 に つ い て は,前 節 で ふれ た よ うにIIIIBbTPKOBも

後 半 で若 干 考 え て い るが,そ の実 際 の取 り扱 い方 と して の数 学 的 な接 近 法 を

明 示 してい な い 。 まず 彼 等 の批 判 が,需 要 分 析 に おけ る これ らの観 点 を 明確

に 区 別 して い な い と ころに,あ る種 の 混乱 が 生 ず る1つ の 原 因が あ る もの と

考 え られ る。

いず れ にせ よ,最 近 の計 量 経 済 学 的 需 要 分析 で,需 要量 の決 定 要 因 と して

価 格,所 得 等 を考 慮 しない接 近 法 は殆 ど見 当 た らない とい え よ う。 した が っ

て,BmeMvaHやHllKmvaH等 の主 張 す る第一一の批 判 点は あ ま り妥 当 性 を もっ

て い な い とい え よ う。す なわ ち,HvaKvaTUHも 前 回 述べ た よ うに,「 主 観 派 に

属 す る現 代計 量 経 済 学 は,全 く逆 だ ち しなが ら,抽 象 的 で こ じつけ の主 観 的
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な選好 表か らこの法則性 を導 き出そ うと試み てい る一 あたか も各消費者に

おいて,そ の社会的状態 や受取所 得 とは無関係に,消 費者価格お よびその他

の客観 的要因の支配的 な水準 とは無関係に,計 算 され るかの ごとくに。」 と

してい るが,こ の議論 は,最 近 の どの ような論文に たい してな されてい る批

判 なのか理解に苦 しむ ところであ る。

ところでBmoMvaHは,計 量経済学 の成 果 もあ る程度認めてお り,物 価 の

変動 と所 得 の動態 とにたいす る需要 の依存関係を研究 してい る部分において

あ る種の興味 を よび起 こす と してい る。多 くの計量経済学 的著作 のなかには

それに批判的態度で接すれば,価 値 を中心 とす る価 格変動 を規定す る原因の

解 明に役 立つ命題が含 まれてい る,と す る。

そ こにおいて彼は弾力性 係数 の利用価値 を述べ てい る。 まず商品の価格 と

需要の一定 の依存関係を定 める場合 のそれ について考察 し,つ いでいわゆ る

交叉弾力性 と関連 してH.Schultzの 例 をひいてい る。 す なわ ち,牛 肉,豚

肉,お よび羊 肉の需 要 と需要 の相互関係を分析 した場合,全 商品,と りわ け

相互に代替 しあ う商 品の価格の相互 依存関 係の思想 と,価 格は消費者 の所得

に よって決定 され る,と したSchultzの 業績 を評価 してい る。 この よ うに し

て,需 要 の弾力性に関 してはかな り積極 的な価値を認めてい る。

また 消費にか んす る 計量 経済学的 著作 に 属す るもの として 「エ ンゲル 曲

線」に関連す る計算 をあげてい る。 と ころで 「エ ンゲル 曲線」 は,消 費者の

所得量 の変化 に 関連 して 消費 構造の 変 化を 特徴づけ る 役割 りを 果 た してい

る,と す る。 そ こでは,こ の 分野で もっとも有名な もの と して,RG.D.

AllenandA.L.Bowley,FamdyExPenditure,1935を あげ,所 得弾力性 の計

算結果 をあげ てい る。

最後 に彼は,需 要分析の計量経済学 的研究 の積極面 をつ ぎの よ うに評価 す

る。す なわ ち,そ れ は,需 要 と個 々の諸要因 との一般的依存関係を確定す る

だけに とどまらず,統 計資料に もとつ いて個 々の要因間 の数量的関係を算定

しよ うとした点に あ る,と す る。 またそれ と同時に,計 量経済学 者は,や や
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・もすれぽその方程式 の意義 を過大評価す る傾 向が あ り
,そ れ を普遍的性格を

もった 法則 とみ なす 傾 向の あ ることを 指摘 し,計 量経済 学 者の 計算 の結果

は,一 定の国,そ して一定 の,か な り短か い期間にたい して効力があ るだけ ・

で あ る,と 述べ てい るが,こ れは正 しく評価 しているもの と考 え られ る。だ

が,そ れに もか かわ らず,弾 力性 係数 な どは,需 要の変化 と価格 の変化 の関

係 を表わす一連 の数 字を明 らかに してい るので,あ る種 の意義 を もってい る

と判断 してい る。

以上 の ごとくBmoMvaHは,計 量経済学的需要分析を評価,批 判 してい る。

す でにみた よ うに,前 半の 「限界効用」説 に関連 しての批判は,特 に最近 の

実 証的 な計量経済学 的需 要分析 の理論 な らびに応用面には妥当性 をか くもの

と考 え られ る。それ 以後 の評価 は基本的に妥当 してい ると考 え られ る。特に

最後 の部分の積極的 な評価 は正鵠を得 てい るで あろ う。 この よ うに正 し く計

量経済学的需要 分析 の方法を解釈す る限 り,ソ 連 の社会主義社会におい ても

経済 計画 の面にそ の成果は積極的に応用 され るべ き性格 の ものである。 ソ連

では特に弾力性 係数が需要分野で積極的に評価 されてい るのが注 目され る。

弾 力性 係数の積極的 な価値が 認め られ るな らば,そ れを包括す る計量 経済学

的需要分析の手法 もよ り一層活用 され るべ きであ る。

さてHvaKvaHの プル ジ 。ア的需 要分析にたいす る批判 点の 第一 については

す でに ふれたが,需 要予測 に関連 しては,生 産手 段の私的所有 の下 にあ る資

本主義社会では,そ の領域全 体 として も,ま た個 々別 々として も,経 済発展

の計画化 のためにその よ うな予測 の利用の可能性は全然 ない,と す る。 これ

は,質 の問題 もあ るが,半 面程度の問題で もあ る。特に政府 の役割 の増 大 と

関 連 して混合経済体制におい ては,需 要予測はか な りの利用価値が あ る。

また彼は,実 際 には計量経済学 的分析方法に よる需要予測 は問題に な らな

～・とし,ま ず,ど れだけ数学式が正確にそ の規則性 を表わ してい るか どうか

は 疑わ しい一 特に長期の将 来の期 間の関係におい て一 とす る。 これは資

本 主義社会ばか りで な く社会主義社 会に も当ては まることであ る。 この問題
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については,前 節 の 田BNPKOBの 論文で もふれ てい るところで あ る。

需要方程式におい て,説 明変数 の変数が少 なければ,需 要の安定性がみ ら

・れ る。需要の変動が激 しい場合 も,ま た激 し くない場合 も,資 本 主義社会に

おいては,数 学式 と弾力性 を 援用 しての 需要予測は 価値が 小 さい としてい

る◎特に価格 の弾力性 は確実性が少 ない としてい るが,こ れは 資本主義 と社.

会主義の違 うところであ る。す なわ ち,資 本主義社会におけ る価 格変動 は,

管理価格 は別 と して,無 統制 的であ る。だが社会主義社会では,そ れが計画

的に変 更 され るのであ る。 これは 皿BHPKOBも ふれ てい る。他の要因 と並 ん

で実際 の需要が,所 得 と価格 の変動 の相関 々係に よって定 まる以上,関 係す

る弾力性 の不正確 な点が予測を全 く非交際 的な ものにす る,とHrucm'nHは

い ってい るが,こ れ はあ る程度妥 当性 を もってい るであ ろ う。 しか し必 需的

な性格 の商 品には これはあ ま り妥当 しないであろ う。

また数学式 と弾 力性を援用 して消費予測 をす るには,将 来の所得 と価格 を

前 もって評価す る必要があ るが,こ の点が予測 の価 値 を落す ことにな る,と

いってい るの も正 しい。 しか しこれ もある程度の問題 であ り,予 測 目的に よ

って許容 され る予測誤差の範囲内に予 測値が落 ちれぽ実 際には問題が ない と

もいえ るわけであ る。

なお資本主義国においては,需 要分析 と関連 して計算 のための豊 富な統計-

的基礎が 欠け てい る ことを忘れ ては な らない,と してい るが,ソ 連 ない しは一

他の社 会主義 国において どの程度需要分析のための統計的デ ー タが整備 され

てい るか不 明な現在,適 確 な判断は下 しか ね る。適切 な統計 デ ータの整備 も

実体に関す る理論がそ の前 提 とな るであろ うか ら,こ れ らの点 もこの問題に

は関係 して くるのを忘れ ては な らないであ ろ う。

か くして,HvaKrmHは,資 本主義 国に おいて消費の 調節 お よび 予測のた

め に計量経済学 的分析 を利用す る試 みは,何 等か の実際的価値 を も有 しない

と してい るが,こ れ は上述の論議か らして行 き過 ぎ といえる。

なおHvaKvaTvaHが 最後 に,住 民 の消費の研究 は,何 よ りも先に,経 済統計
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等 の経験的方法に基礎 をおか なければ な らない とし,ま た同時に需要 お よび

消費 の分析 において数学的方法は有効適切 に利用 され なければ な らない,と

してい るが,こ の見解は基 本的には社会体制 の如何を問わず妥当す る ところ

であ ると考え られ る。

皿BHPKOB等 の論文 については,脚 注な どでそ の都度あ る 程度 の注釈 を加

えて きたが,前 節でふれ なか った点を若干述べ ることに しよ う。

皿BHPKOB等 の論文では,弾 力性係数 または回帰方程式 に よる 消費 モデル

が基本的 な役割 を果 た している。 ところで回帰分析 において基本的に問題 に

なるのは,回 帰方程式 の形 とそれに導入すべ き要因の問題であ る。導入すべ

き要 因の問題は最 も基本的 な ものであ るが,彼 等 の論法では回帰方程式に何

個で も説明変 数を導入 して い くよ うにな っている。だが ここにはいわゆ る多

重共線性 の問題が含 まれ てい るので,実 証的研究では大 きな 困難 の一つに な

ってい る。 この問題が十分 に解決 され なけれぽ,パ ラメーターの推定値そ の

ものの信頼 度に問題が残 り,こ れを利用 しての弾力性係数 または偏弾力性係

数の値 の信頼度 も乏 し くなるであ ろ う。特 に非実験デ ータを取 り扱 う場合は

この点の注意が必要であ る。

彼が 最後 にふれてい る点であ るが,消 費モ デルにおいて,部 分的モデルの

構成が 分化 されれば され るほ ど将来の期 間におけ る変 動の決定は よ り正確に

なるであろ う,と してい る。だが部分的モ デルにおけ る変動 の予測は,一 面

では,か な り困難 な点があ る。それ よ りも,全 体 としての変動 の予測 の方が

部分的 要素 の変動が相殺 され る面 もあって,よ り正確 にな され る面があ る。

両 者か らの接近法は相互に照合 され るべ き性質 の もの と考え られ る。




